
「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討検討委員会」報告書（平成委員会」報告書（平成2424年年88月）の概要月）の概要

 ＰＣＢ廃棄物特別措置法（平成13年施行）により、国が中心と
なって、ＪＥＳＣＯを活用して施設整備
処理期限ま 処理を義務づけ（当初 平成 年と規定）

 1970年代より民間によりＰＣＢ処理施設の立地の取組がなさ
れるが、実現せず。
ト クホ ム条約 平成 年ま 処理が求められ る

JESCOが5地域で処理

②安定器等・汚染物

JESCOが処理

③微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等

民間の認定事業者が処理

法施行後 成 年度

 処理期限までの処理を義務づけ（当初、平成28年と規定） ストックホルム条約で平成40年までの処理が求められている。

①高圧トランス・コンデンサ等

（北海道、東京、豊田、大阪、北九州）

 想定よりも遅れが生じている
（28年までに７～８割の処理
は完了する見込み） 約600万個

処理

 北九州のみで処
理が開始。

 北海道は建設中 ﾄﾗﾝｽ等
約 台

 法施行後の平成14年度
に存在が判明

 濃度が低いため、焼却
による処理体制づくりに
着手

１ 処理施設の改造

約３４万台
安全性を最優先し、確実な
処理を推進している

 東京・豊田・大阪
は、処理の見込み
が立っていない。

約160万台

ＯＦケーブル
1,400km

着手

 平成21年度に無害化処

理認定制度に微量ＰＣＢ
を追加処理推進策

処理推進策

小型電気機器

感圧複写紙、汚泥等

１．処理施設の改造

２．他事業所の得意能力の活用

 一部の機器について、５事業所ごとに設
定されていた処理対象地域を越えて、別
の事業所で処理を行うことを検討

 平成24年８月時点で７
認定事業者

処理推進策

 豊田・東京・大阪事業エリアの
処理体制の確保 処理推進策

 処理施設の増強が必要の事業所で処理を行うことを検討。

３．無害化処理認定施設の活用

 運転廃棄物や、含浸物（紙・木等）につい
て、無害化処理認定施設を活用して処理。

 低濃度のＰＣＢ廃棄物につい
ては、無害化処理認定施設を
活用

 処理施設の増強が必要

 絶縁油のみの処理施設が多い
ため、筐体の処理が可能な施設
の認定を増やす必要

・保管場所での漏えい・紛失等の対策強化
・未届出者の掘り起こし、使用中機器の対策

保管場所での適正な保管

・5,000mg/kg以下のＰＣＢ廃棄物を処理対象に。
・知事許可施設の燃焼温度要件の検討

無害化処理認定施設の活用

処理施設の地元地域の貢献を国全体と
して強く認識し支援協力

地元地域との連携・協力

処理期限の検討

 処理に最も時間がかかるのは、③微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等
 少なくともストックホルム条約で求められている年限（平成40年）までに処理が完了

できるようにすべき。（処理期限は、これに2年程度の余裕を見込み設定する必要）


